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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・ 課 質問内容 回答 回答日

ー ー
全世界2025年度案件別外部事後評価全
パッケージ対象

評価部事業評価第一課
評価対象案件の後継案件に従事する特殊傭人を含む従事
者を、事後評価パッケージにおいてLCとして傭上することは
可能か。

後継案件の従事者（特殊傭人含む）は利益相反に該当しないとして、LCとして
傭上が可能です。

2025年7月2日

2025年7月9日 25a00137000000
全世界2025年度案件別外部事後評価パッ
ケージⅡ-1（ベトナム）（一般競争入札（総
合評価落札方式－ランプサム型））

評価部事業評価第一課

【事後評価業務における排除者条項（2024年度版）】には、
「１．本件業務においては、評価の中立性・独立性を確保す
るため、利益相反が生ずる以下の法人または個人は、元
請・下請にかかわらず、原則、本件調達の契約相手方及び
業務従事者になることができません」とあり、「② 本件業務
の評価対象案件の実施（調達、建設、役務提供及び案件の
課題・リスクの分析や処方箋の検討等案件実施監理の根幹
に関わる業務等を含む。）に従事したことのある個人」とあり
ます。

例えば、評価対象案件の一つのプロジェクトAの実施に従事
した法人で同プロジェクトに従事していない個人は、同じパッ
ケージ内のプロジェクトA以外の案件を担当することは可能
でしょうか？

利益相反につきましては、従事した内容を確認の上回答をさせていただきたく、
評価部事業評価第一課（evte1@jica.go.jp）へご連絡をお願いたします。

2025年4月9日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ
業務従事者の専門性（ドローンに係る業務の専門性）につい
て、どのような点が評価対象となるのか。具体的な資格等を
想定か？

具体的な専門性・資格については現段階では特に想定しておりません。（上述
の通り、専門性や配置を含めてプロポーザルにて提案ください。）
本事業の目標達成への貢献度（期待度）を評価するため、各業務従事者が
各々の役割を遂行するのに十分な知見や経験があることが求められておりま
す。

2025年7月2日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

上記のシステムについて、将来的には制度の見直し等とあ
わせて、本運用のための本格的なシステムが導入されると
想定しています。その際には、スクラッチビルドする想定で、
今回開発するシステムをベースに拡張や改修することを前
提にはしていないという理解でよいでしょうか。将来的な拡張
や改修を前提とする場合、初期の設計段階で、拡張可能性
などを考慮する必要があり、開発コストが増加する可能性が
あります。

ブータンは現状ドローンに関する制度が一切整っていない状況であり、それ故
に将来的なシステムの導入要否についても本事業の中で検討する予定です。シ
ステムの拡張性や初期設計、どの程度のレベル感で導入すべきか等に関して
も、プロポーザルでご提案ください。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

POCに係る費用として合計3,000万円を定額計上の想定とあ
りましたが、この中にシステム開発費用は含まないと考えて
よいでしょうか。プロトタイプであっても、一定のドローン登録
や飛行経路管理、飛行禁止エリアの登録・管理等の一連の
機能を有するシステムの開発には、POCとして計上している
費用のみでは開発が困難と考えます。

システム開発費用は記載の定額計上には、含まれません。なお、システム開発
とPOCは、異なる別々の活動となります。システム開発費用は別途計上予定で
す。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

活動2－1の内容は、POCを実施する企業を特定後、契約を
行い、POCの実施に係る必要な手続き等を手順書としてまと
めるものとなっています。一方、POCの実施にあたっての調
整事項や必要な手続きについては、ブータン国内で体系化
されていないことから、分野の異なるPOC毎に調整に要する
時間が不透明な状態と想定します。”POC実施に係る各種
申請手続きは民間企業との契約手続き後に発生することか
ら、同標準手順書案の作成は第 2タームの業務とする。”と
の説明から、第1タームではPOCを実施する企業の契約まで
を範囲とする理解でよいでしょうか。

ご理解の通り、第1タームではPOCを実施する企業との契約までが業務範囲と
なります。なお、各タームは業務内容を踏まえて設定しているため、各タームの
期間や各タームで実施すべき業務についてはプロポーザルにてご提案くださ
い。

2025年6月25日

プレ公示案件への質問回答

【 競争参加者様へ： 留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、 企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があり ます。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。
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2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

活動1－4の説明において”政府関連機関のみが ドローン運
用に係る制度設計を厳しく管理し、実証実験を含めた全ての
ドローン飛行の監視を行う状況では 、民間企業のドローン
利活用推進は難しい点をブータン政府と協議し、”とありま
す。
この点を合意できていない状況下では、POCの実施ができ
ない可能性が高いことが懸念されます。RDの締結段階で、
ブータン政府との間で民間事業者によるドローンの飛行に関
して、合意は得られていないのでしょうか。

POCの実施についてはブータン政府と合意済みです。
ブータン政府としてはドローン利活用を推し進めていくために本事業を通じて制
度を整備していく方針です。それを踏まえてブータン政府とも協議をしつつ、民
間企業とブータン政府との間の調整を支援し、制度を設計することが本事業に
おける業務となります。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

上記の状況の場合、ブータン政府の合意取り付けが優先事
項かと思います。第1タームの活動内容として、活動1－4の
一部を先行して実施して、本事業で実施する想定のPOCの
実施については合意するプロセスを入れるように変更するこ
とについて、お考えをお聞かせください。その場合、合意に
一定期間を要することから、第1タームの期間を見直すことも
必要かと思いますが、そのような方法が妥当と考えるか、見
解をお聞かせください。

POCの実施についてはブータン政府と合意済みです。
上述のとおり、ブータン政府は民間企業のドローン利活用を推し進める上で、ま
ずは制度の整備を進めていくことを企図していますので、POCの実施に先だっ
て制度が設計されている必要はありません。POCは制度整備と同時並行で進め
ていただきます。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

本事業の実施にあたっては、日本国内における実証事業実
施や制度設計の検討に関わった経験を有する民間企業との
連携が有効であると考えています。また、当該企業が本事業
の中核であるPOCの実施も担うことで、先方政府との合意や
制度設計においても、民間企業が今後ドローン事業への参
入や実証事業が容易、かつ安全性に配慮したものになると
考えます。
この際、再委託として定額計上予定の費用に関して、JV先
の民間企業のPOC及びシステム開発費として提案すること
は可能でしょうか。

民間企業との連携方法については確定しているわけではないため、JVによる
POCの実施の提案も可能です。ただし、POCの内容については、先方政府との
協議を踏まえて確定する必要がある旨、ご留意ください。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

今回公示された案件の業務目的について、2024年12月から
実施されたJICAブータン事務所発注の調査結果も関係して
いると想定しております。その場合、調査報告書について、
公示後に貸与いただけますでしょうか。

ブータン事務所が実施した基礎調査の結果は配布資料とする予定です。 2025年6月18日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

本事業で開発するシステムについては、試作段階のもので
あり、第2タームで検討するドローンの飛行に係る制度に基
づいて、手続きが実施できるのかを検証するためのものと理
解しています。よって、POCの実施時には当該システムを使
用するのではなく、将来的に必要なシステムや運用手順、制
度の検証を行うためのものと理解して良いでしょうか。

ご理解の通り、本事業で開発するシステムは試作段階のものとなります。試作
段階のシステムをPOCへ活用することは必須ではないものの、POCの際に同時
に活用（試行）ができることが好ましいとは考えております。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ
第2タームで開発を想定しているシステムに関して、開発期
間と費用はどの程度を想定しているでしょうか。

現時点では開発期間については事業期間内、金額については1000万円程度を
想定しております。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

「別紙　共通留意事項」のうち、”２．選択項目”にて、”他の
専門家との協働”において、”発注者は、本契約とは別に、長
期専門家及び／もしくは短期専門家を派遣予定である。”と
の記載があります。どのような分野の専門家を何名派遣す
る予定でしょうか。

別契約での長期専門家・短期専門家の派遣は想定していません。 2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ

特記仕様書案・第3条に"積極的にプロジェクト活動の発信を
行うことで多数のステークホルダの巻き込みを図る"とありま
す。これは写真や活動内容に関するコメントをSNSで発信す
ることを想定されていますでしょうか。

SNSに限らず何等かの形で広報を実施することを想定しています。 2025年6月25日
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2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ
活動2-2の説明において"POC実施に際しては民間企業との
連携を必須とする"とあります。ブータン以外の民間企業に
は経験年数等の条件はありますでしょうか。

ご質問の点も含めて進め方を検討しておりますところ、プロポーザルにて連携方
法について提案ください。

2025年6月25日

2025年7月16日 25a00031000000
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ
本事業において使用するドローンのメーカーについて、条件
や制約などはあるでしょうか。

特にございません。 2025年6月18日

2025年7月16日 25a00031000000 
ブータン国ドローン利活用環境整備プロ
ジェクト

社会基盤部運輸交通グループ
業務従事者に求められる専門性について、ドローン以外に
ございますでしょうか。

業務従事者には想定する業務を実施するのに必要な専門性が求められます
が、本事業ではドローンにかかる専門性も細分化が必要と考えているところ、役
割分担や配置を含めてプロポーザルにて必要な要員計画をご提案ください。

2025年7月2日

2025年7月16日 25a00307000000

全世界2025年度-2027年度準備調査（海
外投融資）支援業務（一般競争入札（総合
評価落札方式ーランプサム型））（国内業
務

民間連携事業部海外投融資監
理課

本業務の対象となる協力準備調査（海外投融資）に対して、
適用されるガイドラインは、下記の「民間連携事業（業務委
託契約）」でしょうか？

「民間連携事業（業務委託契約）」の各種ガイドラインが適用となります。 2025年7月9日

2025年7月16日 25a00307000000

全世界2025年度-2027年度準備調査（海
外投融資）支援業務（一般競争入札（総合
評価落札方式ーランプサム型））（国内業
務

民間連携事業部海外投融資監
理課

「採択件数によって人月は変更」との記載がありますが、最
低人月、最高人月の想定があればご教示ください。

最高人月は17.85人月、最低人月は9.45人月を見込んでおりますが、採択件数
によって変動します。

2025年7月9日

2025年7月16日 25a00307000000

全世界2025年度-2027年度準備調査（海
外投融資）支援業務（一般競争入札（総合
評価落札方式ーランプサム型））（国内業
務

民間連携事業部海外投融資監
理課

本業務では、貴機構内での業務をどの程度ご想定かご教示
ください。

弊機構（竹橋）での業務は想定しておらず、基本的には全て遠隔で実施いただく
ことが可能です。

2025年7月9日

2025年7月16日 25a00307000000

全世界2025年度-2027年度準備調査（海
外投融資）支援業務（一般競争入札（総合
評価落札方式ーランプサム型））（国内業
務

民間連携事業部海外投融資監
理課

貴機構のシステムの操作時は、貴機構内での作業が必須
か、遠隔でも作業が可能でしょうか？
また、他にも契約・精算書類の確認等の持ち出しが難しく貴
機構内での作業が想定される業務はありますでしょうか。

弊機構のシステムの操作は想定しておらず、ファイルのメール・Gigapod送付の
やりとりで実施できる業務となります。そのため基本的には全て遠隔で実施いた
だくことが可能です。

2025年7月9日

2025年7月16日 25a00307000000

全世界2025年度-2027年度準備調査（海
外投融資）支援業務（一般競争入札（総合
評価落札方式ーランプサム型））（国内業
務

民間連携事業部海外投融資監
理課

協力準備調査の応募者との直接の協議参加もご想定でしょ
うか。

応募者ならびに採択企業との協議参加を想定しております。ただしオンラインで
ご参加いただくことも可能です。

2025年7月9日

2025年7月23日 25a00359000000
ブータン国国営企業改革及び生産性向上
に向けたカイゼン導入可能性に係る情報
収集・確認調査

ブータン事務所
本調査では、カイゼンに関する具体的なパイロットプロジェク
ト（国営企業Xへの試行）は実施しないものと考えてよいか？

財務省と協議の上、収益性に課題があり且つ業態の異なる国営企業を複数選
定し（３社程度）、パイロットケースとしてカイゼン活動の導入・定着を図り、有効
な指導方法を検証することを想定しています。

2025年7月9日

2025年7月23日 25a00359000000
ブータン国国営企業改革及び生産性向上
に向けたカイゼン導入可能性に係る情報
収集・確認調査

ブータン事務所
「前回調査にて明らかになった国営企業の財務状況や収益
性に係る課題について深堀り」についでは前身プロジェクト
で扱った国営企業のみを対象とする、と考えてよいか？

前回調査で扱った国営企業以外から３社程度を選定して対象とすることを想定
しています。

2025年7月9日

2025年8月6日 25a00143000000
全世界2025年度案件別外部事後評価パッ
ケージⅢ-3（ケニア、カメルーン、ルワン
ダ、マラウイ）（QCBS- ランプサム型）

評価部事業評価第一課

当該パッケージの対象案件である「マラウイ国カムズ国際空
港ターミナルビル拡張計画」に関し、公開されている準備調
査報告書では複数個所が黒塗りされておりました。公示の際
の配布資料として、黒塗りされていないバージョンの準備調
査報告書をご共有いただくことは可能でしょうか。

公示時点では、公開されている準備調査報告書（黒塗りあり）のみの提供となり
ます。契約後に追加資料を提供いたします。

2025年5月21日
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2025年8月6日 25a00144000000

全世界2025年度案件別外部事後評価パッ
ケージIII-4（南スーダン、マダガスカル）（一
般競争入札（総合評価落札方式－ランプ
サム型））

評価部事業評価第一課
南スーダンの「ジュバ市水供給改善計画」、「ナイル架橋建
設計画」について、現地渡航は想定されているか。

現時点では検討中のため、公示で確認をお願いします。 2025年4月30日

2025年8月27日 25a00165000000
南スーダン国ジュバ都市圏水道サービス
改善プロジェクト

地球環境部水資源グループ

今後、他のコンサルタント会社が提案・参入することについ
て、貴機構としてどのような可能性やご期待をお持ちか、ご
教示いただけますでしょうか。
あわせて、今回の案件で重視されるポイントや、もし新規参
入に際してご助言等ございましたらご教授頂ければ幸いで
す。

本件の調達は企画競争（QBS方式）となります。公示の企画競争説明書におい
て、「プロポーザルで特に具体的な提案を求める内容」を明示いたします。プロ
ポーザルに対しての評価の視点は、「コンサルタント等契約におけるプロポーザ
ル作成ガイドライン（2025年3月追記版）」別添2に掲載のとおりとなりますので、
これをご参照いただきながら、特に提案を求める事項に対して最適なご提案を
いただけますようお願いいたします。

2025年7月2日

2025年8月27日 25a00165000000 
南スーダン国ジュバ都市圏水道サービス
改善プロジェクト

地球環境部水資源グループ
本件は業務管理グループ（若手加点）を想定していますで
しょうか。

ご理解の通りです。想定しております。 2025年5月14日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グ
ループ

【質問1】モデル農協の選定に関して
（Q1-1）モデル農協（バナナ、コーヒー各1箇所）の選定は、
業務開始後の早い段階で行われる想定でしょうか。選定の
具体的なプロセス、スケジュール感、および選定基準（例：組
合員の意欲、既存の組織基盤、スマート技術導入への関心
度、地域性など）について、現時点で想定されていることがあ
れば教えてください。
（Q1-2）先行の質疑応答で「モデル農協の候補はある」との
ことでしたが、候補となっている農協が位置する地域の地理
的・気候的特徴、栽培されているバナナ・コーヒーの品種、現
在の栽培規模や流通形態など、可能な範囲で補足情報はあ
りますでしょうか。

Ｃ／Ｐと調整中のため現時点で回答できません。 2025年5月28日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グ
ループ

【質問2】CPD（農業協同組合振興局）との連携に関して
（Q2-1）CPD内で本業務を主に担当する部署・担当官は具
体的に決まっていますでしょうか？ 国際関係局が中心にな
るとのことですが、技術指導や普及を担当する部署との連携
体制はどのように想定されていますか。
（Q2-2）CPDは、これまでスマート農業技術の導入・普及に
関して、どのような取り組みや知見を蓄積されていますか。
また、本業務に対するCPD職員の期待や関与度合いはどの
程度見込まれますか。

Ｃ／Ｐと調整中のため現時点で回答できません。 2025年5月28日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グ
ループ

【質問3】スマート農業技術の検討・実証に関して
（Q3-1）業務概要では「スマート農業技術等の活用可能性を
検討・実証」とありますが、検討対象となる技術は、生産段階
（精密農業、栽培管理支援等）に限らず、流通・加工・販売段
階のDX（デジタル・トランスフォーメーション）等も含む、バ
リューチェーン全体を視野に入れたものと考えてよいでしょう
か。
（Q3-2）「日本企業技術含む」とありますが、日本企業の技
術や製品を特定し、実証につなげるための具体的なプロセ
ス（情報収集、マッチング、導入支援など）はどのように想定
されていますか。
（Q3-3）モデル農協での実証活動について、導入する技術
の種類や規模、実証期間、必要な機材・設備の調達方法や
予算に関する現時点での想定はありますか。また、実証に
かかる費用負担（JICA側、CPD側、農協側）はどのように考
えられていますか。
（Q3-4）実証の効果測定は、どのような指標（例：収量、品
質、コスト削減効果、労働時間削減、農家収入向上など）を
用いて行うことを想定していますか。

(Q3-1)バリューチェーン全体を視野に入れたものを想定しています。
(Q3-2)-(Q3-4)
Ｃ／Ｐと調整中のため現時点で回答できません。
応募される際に検討いただきたい部分となります。

2025年5月28日
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2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グ
ループ

【質問4】普及と横展開に関して
（Q4-1）実証結果を踏まえた「CPDによるスマート農業普及
支援体制の強化に向けた課題・提言」のアウトプットイメージ
について、もう少し具体的に教えていただけますか。（例：普
及マニュアル作成、研修プログラム開発、政策提言など）
（Q4-2）モデル農協での成功事例を、他の農協へ横展開し
ていくための戦略やCPDの役割について、現時点でどのよう
な構想がありますか。

Ｃ／Ｐと調整中のため現時点で回答できません。
公示へ応募される際に検討いただきたい部分となります。

2025年5月28日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グ
ループ

【質問5】関係機関・企業との連携に関して
（Q5-1）タイ国内の他の政府機関（例：農業技術普及局
(DOAE)、農業局(DOA)、デジタル経済社会省(MDES)など）
や、大学・研究機関との連携は想定されていますか。
（Q5-2）タイ国内や日本の民間企業（アグリテック企業、食品
加工・流通企業など）との連携（情報交換、技術協力、セミ
ナー共催など）は、どのように進めることを想定しています
か。

Ｃ／Ｐと調整中のため現時点で回答できません。
公示へ応募される際に検討いただきたい部分となります。

2025年5月28日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グ
ループ

【質問6】業務従事者の専門性の一分野に経営管理が含ま
れていますが、この分野は対象となる農協に対して財務・人
材管理等の管理部門にてDX化を取り入れて業務を改善して
いくと言う理解で宜しいでしょうか。

本事業では、まずはモデル農協における経営上の課題分析を行い、特定された
課題の解決に貢献可能なスマート技術を検討していただく想定です。

2025年5月28日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

公示日が複数回延期となっておりますが、どういった経緯で
延期となっているのか、ご教示いただくことは可能でしょう
か。

C/P機関との調整が遅延しているためです。 2025年4月16日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

11/6付公表の質問回答にて「バナナとコーヒーを扱うモデル
農協の選出に関してモデル農協の候補はあります」との回
答されていましたが、具体的な農協名をご教示頂くことは可
能でしょうか。また、対象となる農協の地域はこれまでJICA
事業が関わってきた県、すなわち、コーヒーはチェンマイ県、
バナナはナコンラチャシマ県になるでしょうか

モデル農協は現時点では候補のため、現時点で農協名の共有はできません。 2024年11月20日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

スマート農業技術によるバリューチェーン改善に関し、VCの
生産・流通・マーケットといった、川上・川中・川下まで、それ
ぞれの段階においてどのようなスマート農業技術を想定され
ていらっしゃいますか。また特に重点的な支援が必要になる
段階はどことお考えでしょうか

本事業では、まずはモデル農協における経営上の課題分析を行い、特定された
課題の解決に貢献可能なスマート技術を検討していただく想定です。そのため、
現時点で具体的な技術、段階について言及できません。

2024年11月20日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

タイ側CP機関はCooperative Promotion Department (CPD)
とのことですが、農業協同組合／農家グループ開発課や情
報技術センターなどが関係部署と思われます。中心となる課
やサブ的に関係する課はどこになるでしょうか。

作物により複数の部署が関係する予定です。プロジェクト開始後に、
Cooperative Promotion Departmentの国際関係局が中心になって調整する予定
です。

2024年11月20日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

本件はアドバイザー業務（個別専門家派遣）ということで技
術協力のR/Dを結んでいないかと思料します。カウンター
パートとして想定しているCooperative Promotion
Department内での執務室などは確保されているのでしょう
か。これがない場合、執務室の提供については貴機構から
交渉などの支援を得られるでしょうか。

長期派遣は想定しておらず、シャトル型でのバンコクやその他農協への派遣を
となる見込みです。JICAが、今後Cooperative Promotion Departmentと交渉し執
務スペースを確保する予定です。

2024年11月20日

2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

『【2023年3月】タイにおけるスマート農業推進に関する基礎
情報収集・確認調査』から形成された業務か？
また、バナナ関連ではベイ・コマース社のニーズ調査、コー
ヒー関連では単独型案件・海外協力隊要請との関連もある
か？

当該調査を参考にタイ政府と検討の上形成しました。ニーズ調査や海外協力隊
要請との関連性は現時点ではありません。

2025年1月22日
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2025年9月24日 25a00065000000
タイ国スマート農業共創普及支援アドバイ
ザー業務

経済開発部農業・農村開発第
一グループ

『プラットフォーム構築』とあるが、日本のWAGRI、ukabisのよ
うな国レベルの公的デジタルプラットフォームを想定するか、
それとも企業レベルの民間デジタルプラットフォームを想定
するか？（e.g.アグリノート、双日のキャッサバプラットフォー
ム）
上記質問と関連するがプラットフォームを通じて商品の品質
向上とはどのようなイメージか？

モデル農協の経営改善を目指すプラットフォームの導入を検討しています。 2025年1月22日
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